
（第５７期）

計　　算　　書　　類

自 平成３１年３月２１日

至 令和　２年３月２０日

アイテック株式会社

福井県鯖江市神中町二丁目６番８号



流　動　資　産 1,821,614 流　動　負　債 752,863

現 金 及 び 預 金 511,162 買 掛 金 185,468

受 取 手 形 126,715 短 期 借 入 金 265,000

売 掛 金 586,687 １年内返済予定の長期借入金 1,980

商 品 及 び 製 品 157,513 リ ー ス 債 務 1,085

仕 掛 品 68,615 未 払 金 130,412

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 345,739 未 払 費 用 33,212

前 払 費 用 23,268 未 払 法 人 税 等 30,913

未 収 入 金 5,466 未 払 消 費 税 等 23,892

そ の 他 2,088 預 り 金 14,649

貸 倒 引 当 金 △ 5,644 賞 与 引 当 金 60,548

役 員 賞 与 引 当 金 4,880

そ の 他 820

固　定　資　産 1,030,550 固　定　負　債 176,875

有形固定資産 662,660 未 払 退 職 金 93,192

建 物 161,292 未 払 役 員 退 職 慰 労 金 14,600

構 築 物 1,121 繰 延 税 金 負 債 19,291

機 械 及 び 装 置 57,003 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 40,345

車 両 運 搬 具 5,398 資 産 除 去 債 務 8,245

工 具 、 器 具 及 び 備 品 42,766 そ の 他 1,200

土 地 314,592

リ ー ス 資 産 946

建 設 仮 勘 定 79,539

無形固定資産 28,240 負　 債 　合 　計 929,738

特 許 権 517

借 地 権 15,537 株　主　資　本 1,909,269

ソ フ ト ウ ェ ア 8,982 資　　本　　金 95,000

電 話 加 入 権 3,203 資 本 剰 余 金 922,500

投資その他の資産 339,649 資 本 準 備 金 100,000

投 資 有 価 証 券 66,306 そ の 他 資 本 剰 余 金 822,500

関 係 会 社 株 式 72,420 利 益 剰 余 金 1,207,811

保 険 積 立 金 188,240 利 益 準 備 金 9,296

会 員 権 4,521 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,198,515

そ の 他 8,161 特 別 償 却 準 備 金 17,072

圧 縮 積 立 金 9,457

繰 越 利 益 剰 余 金 1,171,985

自　己　株　式 △ 316,042

評価・換算差額等 13,158

13,158

純　資　産　合　計 1,922,427

資 　産 　合 　計 2,852,165 負債及び純資産合計 2,852,165

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸 　借 　対 　照 　表

（令和２年３月20日現在）

（単位：千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

純　資　産　の　部

その他有価証券評価差額金



Ⅰ． 3,756,740

Ⅱ． 2,799,979

956,761

Ⅲ． 725,248

231,513

Ⅳ．

1,640

14,593

505

8,100 24,838

Ⅴ．

2,128

2,133 4,261

252,090

Ⅵ．

35 35

252,055

57,144

△ 3,686 53,458

198,597

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

受 取 助 成 金

為 替 差 益

支 払 利 息

損　益　計　算　書
 自 平成31年３月21日 
 至 令和２年３月20日 

（単位：千円）

科　　　目 金　　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他

経 常 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額



当期首残高

当期変動額

剰余金の配当

特別償却準備金の積立

特別償却準備金の取崩

圧縮積立金の積立

圧縮積立金の取崩

当期純利益

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計

当期末残高

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－

－

△ 808

12,299

－

－

808

△ 12,299

2,508

9,296

△ 11,490

17,072

特別償却
準 備 金

28,563

利益剰余金

6,788

－

3,471 － －

△ 7,888 －7,888

株主資本等変動計算書

自 平成31年３月21日
至 令和２年３月20日

（単位：千円）

株　主　資　本
評価･換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金
資本準備金

その他
資本剰余金 繰越利益

剰 余 金

95,000 100,000 822,500 993,902

圧縮積立金

5,040

利益準備金

その他利益
剰余金

△ 316,042 1,735,752 16,634 1,752,387

△ 25,0802,508 △ 25,080

198,597 198,597 198,597

△ 27,588

△ 3,476

－ － － 178,082 － 173,517 △ 3,476 170,040

95,000 100,000 822,500 1,171,985 △ 316,042 1,909,269 13,158 1,922,427

4,416

9,457

△ 3,471

△ 3,476



（注記事項）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式  ……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの ……… 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

　は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの ……… 移動平均法による原価法

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

……… 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

……… 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

……… 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

……… 総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

但し、請負契約については個別法による原価法

……… 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

……… 個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

……… 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げ

の方法により算定）

　(3) 固定資産の減価償却の方法

……… 定率法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以後に取得した建物（附属設備

は除く）並びに平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建　 　 　　　　物 2～39　年

　　機 械  及 び 装 置 2～10  年

　　工具、器具及び備品 2～15　年

……… 定額法を採用しております。

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。

【表面処理部門】

【 眼 鏡 部 門 】

商品及び製品

仕掛品、原材料

商品及び製品

原 材 料

貯 蔵 品

仕 掛 品

有形固定資産

(リース資産を除く)

無形固定資産

(リース資産を除く)

【ソーワイヤ部門】

貯 蔵 品

商品及び製品

仕 掛 品



……… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

　　　　　　　　　　 用しております。

　(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上

しております。

役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上し

ております。

役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

なお、平成20年6月18日の定時株主総会の日をもって役員退職慰労金制度を廃止し、平成29年6月

15日開催の取締役会において、同日以降新たな役員退職慰労金制度を新設したため、平成20年6

月18日までの期間に対する役員退職慰労引当金に加え、平成29年6月15日以降発生した役員退職

慰労引当金を計上しております。

　(5) 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

　(2) 自己株式に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

　(3) 配当に関する事項

①配当金支払額等

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

リ ー ス 資 産

効力発生日

株式の種類
配当金の

総額（千円)
1株当たりの
配当額（円)

基準日 効力発生日

令和元年6月17日

普通株式 77,799 －　 －　 77,799

株式の種類 基準日

当期末株式数

株式の種類 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

株式の種類

普通株式

前期末株式数

245,000

当期増加株式数

－　

当期減少株式数

－　 245,000

決議予定

150 平成31年3月20日

配当金の
総額（千円)

1株当たりの
配当額（円)

決　　議

令 和 元 年 6 月 14 日

定 時 株 主 総 会
普通株式 25,080

普通株式 15,884 95 令和2年3月20日 令和2年6月20日
令 和 2 年 6 月 19 日

定 時 株 主 総 会


